
第35期　

決 算 公 告

パインブリッジ・インベストメンツ株式会社

2019年1月 1日から

2019年12月31日まで



注記番号 金  額 注記番号 金  額

千円 千円
Ⅰ 流 動 資 産 Ⅰ 流 動 負 債

現金・預金 509,244 預り金 18,935
短期貸付金 700,000 未払収益分配金 240

前払金 1,802 未払金 120,558

前払費用 21,559 未払手数料 165,228

未収入金 66,346 未払費用 492,902

未収委託者報酬 449,886 未払役員賞与 35,110

未収運用受託報酬 266,278 未払法人税等 2,759

未収還付法人税等 17,556 未払消費税等 29,005

立替金 3,462 リース債務 3,822

未収収益 1,347

流　動　資　産　計 2,037,483 流　動　負　債　 計 868,561

Ⅱ 固 定 資 産 Ⅱ 固 定 負 債

賞与引当金 77,360

有形固定資産 *1 役員賞与引当金 15,849

建物附属設備 0 退職給付引当金 80,317

工具器具備品 0 役員退職慰労引当金 4,178
リース債務 13,020

有形固定資産    計 0 固 定 負 債 計 190,725

負   債   合   計 1,059,286

無形固定資産 Ⅰ 株 主 資 本

電話加入権 0 資本金 1,000,000

資本剰余金

　資本準備金 58,876

無形固定資産　計 0 資本剰余金 計 58,876

投資その他の資産 利益剰余金

投資有価証券 958 　利益準備金 265,112

関係会社株式 164,013 　その他利益剰余金
繰延税金資産 81,814
敷金保証金 109,816 　  任意積立金 230,000
預託金 74     繰越利益剰余金 △ 219,029

投資その他の資産   計 356,678 利益剰余金 計 276,083

株主資本　計 1,334,959

固 定 資 産　計 356,678 II　評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金 △ 84
評価･換算差額等　計 △ 84

   純　資　産　合　計 1,334,875

2,394,162 2,394,162

(注）記載金額は千円未満切捨てて表示しております。

（   純　資　産　の　部   ）

     資   産   合   計 負　債   ・   純　資　産  合  計

 貸借対照表

(2019年12月31日現在）

科  目 科  目

（   資   産   の   部   ） （   負   債   の   部   ）



損益計算書
自 2019年1月1日

至 2019年12月31日

注記番号

千円

営 業 収 益

委託者報酬 2,530,890

運用受託報酬 1,201,694

その他営業収益 185,874

　営業収益　計 3,918,459

営業費用及び一般管理費

支払手数料 1,037,516

その他営業費用 1,501,444

一般管理費 1,589,446

営業費用及び一般管理費 計 4,128,407

営業損失 209,947

営業外収益

受取利息及び配当金 7,251

為替差益 6,172

雑収入 784

　営業外収益　計 14,208

営業外費用

支払利息 137

　営業外費用　計 137

経常損失 195,877

特別損失

固定資産除却損 *1 7

減損損失 *2 55,969

退職特別加算金 15,435

投資有価証券償還損 31

特別損失　計 71,443

税引前当期純損失 267,320

法人税、住民税及び事業税 1,092

法人税等調整額 3,630

法人税等合計 4,722

当期純損失 272,043

(注）記載金額は千円未満切捨てて表示しております。

科  目 金  額



　

資　本　金

資本準備金
その他資本剰

余金
資本剰余金合計 利益準備金 その他利益剰余金

利益剰余金合
計

任意積立金 繰越利益剰余金

当期首残高
1,000,000 58,876 -                   58,876 265,112 230,000 53,013 548,126 1,607,002

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） -                   -                    -                   -                    -                   -                    △ 272,043 △ 272,043 △ 272,043

株主資本以外の項目の当期間中の変動額（純額） -                   -                    -                   -                    -                   -                    -                      -                   -                   

当期変動額合計 -                   -                    -                   -                    -                   -                    △ 272,043 △ 272,043 △ 272,043

当期末残高 1,000,000 58,876 -                   58,876 265,112 230,000 △ 219,029 276,083 1,334,959

 (単位:千円）
　

その他有価証
券評価差額金

評価・換算差額
等合計

当期首残高
△ 360 △ 360 1,606,642

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△）
-                   -                    △ 272,043

株主資本以外の項目の当期間中の変動額（純額）
276 276 276

当期変動額合計
276 276 △ 271,766

当期末残高
△ 84 △ 84 1,334,875

(注）記載金額は千円未満切捨てて表示しております。

評価・換算差額等

純資産合計

株主資本等変動計算書
自 2019年1月1日

至 2019年12月31日

資　本　剰　余　金 利　益　剰　余　金

株主資本合計

株　　主　　資　　本



個別注記表

重要な会計方針に係る事項に関する注記

第35期
自 2019年1月1日

至 2019年12月31日

（1）子会社株式

移動平均法による原価法によっております。

（2）その他有価証券（時価のあるもの）

当事業年度末の市場価格に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し､売却原価は移動平均法により算定）によってお
ります。

(1) 有形固定資産(リース資産を除く）

(2)無形固定資産(リース資産を除く）

ソフトウェア（自社利用分）については、定額法により、社内における利用可能期間（5年）で償却しております。

(3)リース資産

(1) 賞与引当金

従業員に支給する賞与の支払いに充てるため、賞与支給見込額の当事業年度負担額を計上しております。

(2)役員賞与引当金

役員に支給する賞与の支払いに充てるため、役員賞与支給見込額の当事業年度負担額を計上しております。

(3) 退職給付引当金

(4) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に充てるため、内規に基づく当事業年度末現在の役員退職慰労金要支給額を計上しております。

外貨建資産及び負債は、主として当事業年度末現在の直物為替相場による円換算額を付しております。

消費税等の会計処理　

 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

(表示方法の変更)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改
正」の適用に伴う変更

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年2月16日）を当事業年度から適用し、繰延税金
資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更しました。

項目

2．固定資産の減価償却の方法

3．引当金の計上基準

4. 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算
基準

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定
額法によっております。

従業員の退職給付の支出に充てるため、内規に基づく当事業年度末現在の退職給付要支給額を計上しております。退職給付引当金
の算定にあたり、期末自己都合退職金要支給額を退職給付引当金とする簡便法を採用しております。

建物附属設備及び工具器具備品は定率法によっております。主な耐用年数は、建物附属設備5～15年、工具器具備品は5～15年であ
ります。ただし2016年4月1日以後に取得した建物附属設備については、定額法を採用しております。

5．その他計算書類作成のための基本となる重
要な事項

1.　資産の評価基準及び評価方法



貸借対照表に関する注記

項目

*1.　有形固定資産の減価償却累計額

 建 物 附 属 設 備 141,905 千円

 工 具 器 具 備 品 118,436 千円

  リ ー ス 資 産 19,353 千円

第35期 
（2019年12月31日現在）

上記減価償却累計額には、有形固定資産の減損損失累計額が含まれております。



損益計算書に関する注記

場所 用途 種類

東京都千代田区 事業用資産

株主資本等変動計算書に関する注記

1.　発行済株式に関する事項

株式の種類
当期首
株式数

当期増加
株式数

当期減少
株式数

当期末
株式数

普通株式(単位：株） 42,000 -                            -                            42,000

2.　自己株式に関する事項 該当事項はありません。

3.　配当に関する事項 該当事項はありません。

4.　新株予約権等に関する事項 該当事項はありません。

第35期
自2019年1月1日

至 2019年12月31日

摘要

（5）回収可能価額の算定方法
事業用資産ついては正味売却価額を使用しておりますが、対象資産は売却が困難なため、その帳簿価額を備忘価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。

*1　固定資産除却損は、建物附属設備7千円であります。

第35期
自2019年1月1日

至 2019年12月31日

（3）減損損失の金額
減損損失の内訳は、建物附属設備26,617千円、工具器具備品8,063千円、リース資産16,450千円、ソフトウエア962千円、電話加入権3,875千円であります。

（4）資産のグルーピングの方法
全社を一つの資産グループとしており、減損損失を計上しております。

（2）減損損失を認識するに至った経緯
当事業年度に営業赤字を計上しており、事業用資産について収益性の低下により投資額の回収が見込めないため、減損損失を認識するものであります。

*2　減損損失
（1）減損損失を認識した資産または資産グループの概要

建物附属設備、工具器具備品、リース資産、ソフトウェア、電話加入権



税効果会計に関する注記

繰延税金資産発生の主な原因別内訳 （単位：千円）

繰延税金資産

税務上の繰越欠損金 562,636
未払金否認 10,895
未払賞与・賞与引当金否認 89,042
退職給付引当金否認 24,596
役員退職慰労引当金否認 1,279
減損損失 17,140
資産除去債務 20,951
その他 9,969

繰延税金資産小計 736,512
評価性引当額 △ 654,697
繰延税金資産合計 81,814

第35期（2019年12月31日現在）



金融商品に関する注記

1. 金融商品の状況に関する事項

2. 金融商品の時価等に関する事項
当事業年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りであります。

（単位：千円）
貸借対照表計上額 時価 差額

1)　 現金・預金 509,244 509,244 -                              
2)　 短期貸付金 700,000 700,000 -                              
3)　 未収入金 66,346 66,346 -                              
4)　 未収委託者報酬 449,886 449,886 -                              
5） 未収運用受託報酬 266,278 266,278 -                              
6) 未収収益 1,347 1,347 -                              
7) 投資有価証券 958 958 -                              
資産計 1,994,062 1,994,062 -                              
1)　 未払金 120,558 120,558 -                              
2)　 未払手数料 165,228 165,228 -                              
3) 未払費用 492,902 492,902 -                              
4)　 リース債務（※1） 16,842 16,842 -                              
負債計 795,531 795,531 -                              
（※1）1年内返済予定のリース債務を含めて表示しております。
（注1）　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
資産
1）現金・預金、2）短期貸付金、3）未収入金、4）未収委託者報酬 、5)未収運用受託報酬、6)未収収益
短期間で決済され、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
7）投資有価証券（投資信託）
投資信託は公表されている基準価額によっております。
負債
1)未払金、2)未払手数料、3)未払費用
短期間で決済され、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
4）リース債務
時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入又は、リース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により
算定しております。

（単位：千円）
貸借対照表計上額

1） 関係会社株式 164,013

（注3） 金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額
（単位：千円）

1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超
1)　 現金・預金 509,244 -                              -                              -                              
2)　 短期貸付金 700,000 -                              -                              -                              
3)　 未収入金 66,346 -                              -                              -                              
4)　 未収委託者報酬 449,886 -                              -                              -                              
5） 未収運用受託報酬 266,278 -                              -                              -                              
6) 未収収益 1,347 -                              -                              -                              

1,993,103 -                              -                              -                              

（注4）　リース債務の決算日後の返済予定額
（単位：千円）

1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超
4)　 リース債務　 3,822 13,020                      -                              -                              

3,823 13,020                      -                              -                              

自 2019年1月1日

当社は資金運用について短期的な預金及びグループ会社への貸付金に限定しております。
又、当社業務に関する所要資金は自己資金で賄っており、銀行借り入れ、社債発行等による資金調達は行わない方針ですが、子会社へ
の増資がある場合には、所要資金を当社親会社からの借入金により充当することがあります。
金銭債権については、顧客の信用リスクが存在し、リスク管理規程に沿ってリスク低減を図っております。

合計

合計

至　2019年12月31日

（注2）　子会社株式は市場価格がなく、時価を把握することが困難と認められることから、上表には含めておりません。子会社株式の貸
借対照表計上額は次の通りであります。

第35期 



関連当事者との取引に関する注記
第35期（自2019年1月1日  至2019年12月31日）
（1）親会社及び法人主要株主等

属性 会社等の名称 住所 資本金 科目

千ユーロ 千円 千円
親会社 18 持株会社 被所有直接100%

- -                  -                         -

（2）兄弟会社等

属性 会社等の名称 住所 資本金 科目

千USﾄﾞﾙ 千円 千円
金銭の貸付
*5

700,000 短期貸付金 700,000

千円 千円
受取利息
*5

7,159 未収収益 1,348

千円 千円
361,022 未収入金 3,201

千USﾄﾞﾙ 千円 千円
役務提供に対する
対価受取
*3

279,387 未収入金 52,779

 千円 千円
委託調査費の支払
*4

348,860 未払費用 62,038

千ｽﾀｰﾘﾝｸﾞﾎﾟﾝﾄﾞ 千円 千円
ﾊﾟｲﾝﾌﾞﾘｯｼﾞ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝ
ﾂ･ﾖｰﾛｯﾊﾟ･ﾘﾐﾃｯﾄﾞ

委託調査費の支払
*4

211,539 43,784

千USﾄﾞﾙ 千円 千円
205,254 28,970

千USﾄﾞﾙ 千円 千円
役務提供に対する
対価支払
*2

70,969 未払金 10,191

千円 千円
委託調査費の支払
*4

29,493 未払費用 5,742

（取引条件及び取引条件の決定方針等）

＊1

＊2

＊3

＊4

＊5

期末残高

役員の兼任等 事業上の関係

事業の内容 議決権等の所有
（被所有)割合

関係内容 取引の内容 取引金額

期末残高

役員の兼任等 事業上の関係

-

事業の内容 議決権等の所有
（被所有)割合

関係内容 取引の内容 取引金額

-

役務提供に対する
対価受取
*3

親会社の子
会社 2

親会社の子
会社

ﾊﾟｲﾝﾌﾞﾘｯｼﾞ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝ
ﾂ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ US
LLC

ｱﾒﾘｶ､ﾆｭｰﾖｰｸ
州

209,089

-

-

経営管理
サービス契約

あり

一任契約
サービス契約

あり

持株会社

投資運用会社

未払費用

親会社の子
会社

ﾊﾟｲﾝﾌﾞﾘｯｼﾞ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝ
ﾂ･ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ･ﾘﾐﾃｯﾄﾞ

369

あり

- -
親会社の子
会社

200 一任契約
サービス契約

投資運用会社

投資運用会社
役務提供に対する
対価受取
*3

未収運用受託
報酬

親会社の子
会社

ﾊﾟｲﾝﾌﾞﾘｯｼﾞ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝ
ﾂ･ｱｼﾞｱ･ﾘﾐﾃｯﾄﾞ

28,651

上記の表における消費税の取り扱いについては、国内取引については損益計算書項目は税抜き、貸借対照表項目については税込みで表示しております。尚、海外取引は全て免税取引となっております。

役務提供に対する対価支払は、サービス契約に基づくテクノロジーサービス費用、オペレーショナル・サポート費用等の当社負担額であります。尚、負担額については、当社と当社の親会社及び兄弟会社等の
グループ会社との間で合意した合理的な計算根拠に基づいて決定しております。

役務提供に対する対価受取は、サービス契約に基づくオペレーショナル・サポート費用、法務費用等の相手先への配賦額であります。 尚、配賦額については、当社と当社の親会社及び兄弟会社等のグルー
プ会社との間で合意した合理的な計算根拠に基づいて決定しております。

委託調査費等の支払については、ファンドの運用資産の割合に応じた一定の比率により決定しております。

金銭の貸付に係る利息は、市場金利を参考に決定しております。

-

-
一任契約
サービス契約

あり
経営管理
サービス契約

ｵﾗﾝﾀﾞ､ｱﾑｽﾃﾙ
ﾀﾞﾑ

ﾊﾟｲﾝﾌﾞﾘｯｼﾞ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝ
ﾂ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ B.V.

投資運用会社

ﾊﾟｲﾝﾌﾞﾘｯｼﾞ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝ
ﾂ LLC

ｱﾒﾘｶ､ﾆｭｰﾖｰｸ
州

ｲｷﾞﾘｽ､ﾛﾝﾄﾞﾝ

ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ､ﾀﾞﾌﾞﾘ
ﾝ

ﾎﾝｺﾝ



1株当たり情報に関する注記

   1株当たり純資産額 31,782 円 74 銭
   1株当たり当期純損失 6,477 円 21 銭

重要な後発事象に関する注記

重要な後発事象

第35期 

該当事項はありません。

至　2019年12月31日

第35期 
自 2019年1月1日

至　2019年12月31日
自 2019年1月1日


